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おわりに
はじめに
　2003年2月25・26日の2日間，アルジェリア労働総同盟（UGTA－Union　96n6ral　des　travailleurs
alg6riens）は近年推し進められてきた民営化政策に反対して大規模な全国ゼネストを決行した。こ
の影響で国内の約90％の経済活動が麻痺し，同国政府は莫大な経済的損失をこうむった。スト決行
の前日，UGTA代表シディ・サイード（Sidi－Sai’d）は以下のように表明している。「国庫に充分な備
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蓄があるにもかかわらず，我が国は相変わらず社会不安の真っ只中にある。貧困は急速に拡大し，失
業者は蔓延している。国民の購買力は管理職を含めて大きく低下した。こうした状況に対し我々は沈
黙を堅持し続けなければならないのか」1。
　80年代後半から90年代初頭にかけて深刻な経済危機に陥ったアルジェリアは，94年5月IMF・世
銀の要求する構造調整プログラム（1994－98年）を受諾し，経常収支の改善，財政赤字の削減，イソ
フレ抑制を基軸とする緊縮マクロ政策と市場経済の導入を進めてきた2。経営破綻に陥っている国営
企業を民間に移転し，政府の財政負担軽減を目指す点で民営化はこの構造調整プログラムの一環に位
置付けられる。だが同時に同政策は，これまでアルジェリア経済の根幹を支えてきた国営企業の解体
という経済構造の根底を揺さぶる重要な政策転換を意味していた。今回のゼネストが示すように，政
府は国民の期待に応える形で民営化作業を進めてきたとは言い難い。構造調整政策と近年の原油価格
の好調な推移に支えられて同国のマクロ経済指標は一定の好転を示しているが，アルジェリアは依然
として90年代に陥った経済・政治危機を抜け出ることができず，一般国民の生活水準は改善されな
いまま社会的不安が今も欝積し続けている。そこで本稿では90年代後半から開始された民営化政策
の検討を足がかりに，アルジェリアが陥った経済危機の原因を解明していきたい。まずは赤字国営企
業に対する再建融資策を検討し（第1章），その際同時に行われた行政機構上の編成過程とその問題
点を指摘する（第2章）。この2つの過程をもってアルジェリアでは一応の民営化作業受け入れ態勢
が整えられた。最後に具体的な民営化の進捗状況と社会的帰結，そして2001年の民営化新法と近年
打ち出されている基幹産業の改革過程を概観し（第3章），同国の経済政治システムの問題点を摘出
したい。
1．国営企業の再建融資政策
　多額の負債を抱え構造的な赤字体質に陥った国営企業を如何にして再建するかは，荒廃した経済シ
ステムからの脱却を切望するアルジェリア政府の最優先課題に掲げられてきた。その一手段として講
じられたのが国営企業に経済的自治（＝経営自主決定権）を徐々に認めていくことで，硬直した官僚
的経営システムに陥っている国営企業を国家から独立させ，経営効率を高めることであった。しかし
ながら，莫大な負債を抱える国営企業を国庫から切り離すのは，事実上即時倒産を意味している。そ
こでアルジェリア政府は深刻な経営難に陥った国営企業に対する金融支援（健全化政策）と経済的自
治を認めていくことを同時進行させて国営企業の建て直しを図った。87年シャドリ政権下で採択さ
れた「国営企業経済自治に関する法」で創設された参加基金や，本稿で検討する95年の「国家商業
資本の経営に関する法」で創設された国家持株会社もこうした国営企業の経営建て直しを目指した具
体策の一つである。健全化された国営企業は最終的に民営化し，国内外投資家による資本参加・合併
を通じて企業経営や生産品質を改善していくことで，国内工業製品の国際競争力を獲得し，世界市場
への参入を果たすことが政策目標に掲げられた。1995年，民営化政策の開始当初，ベナシュヌー
（Benachenhou　Mourad）産業再編計画相（94年4月14日～96年9月26日在任）は以下のように述べ
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ている。「民営化（＝構造改革）は根気の要る作業であり，国営部門の健全化と活性化に向けた努力
を常に続けていくことが必要である」3。しかし後に触れるように国営企業の生産設備の使用年数は平
均20年を超えるほどまでに老朽化が進行し，原材料や半製品，交換部品といった輸入投入財（イソ
プット）の欠如により炭化水素部門を除く工業部門の生産稼動率は40％台にまで落ち込んでおり，
国内の生産ラインは麻痺していた4。加えて過去の中央集権体制で育成された非効率な企業運営によ
り多くの国営企業は経営破綻しており，莫大な負の遺産と化して国家の財政に重くのしかかってい
た。政府は，本格的な経済再建に至る前哨戦として再建融資政策という「人工的な延命策」を採用す
ることで，国営企業（＝国家）の崩壊回避を模索したのである。
　（1）国営企業の再建融資，健全化政策
　1995年，計画経済国民諮問会議（CNP－Conseil　National　de　la　Planification）は，アルジェリア経
済の命運を握る基幹産業のうち最も深刻な経営危機に陥っている23公団をリストアップし，世銀が
推奨する米コンサルタント会社（Earnest＆Young）に企業の経営状態（製品レベル，内部構造の改
革の必要性）の調査を依頼した5。この調査結果をもとに3ヵ月後の3月13日，政府は23公団のうち
既に経済的自治が認められている鉄鋼公団（SIDER），自動車公団（SNVI），パルプ・製紙公団
（CELPAP），梱包公団（ENEPAC），公共土木資材公団（ENMTP）の5公団と，特別枠で3年間の
再建融資契約（Contrat　de　performance）を結び，産業再編・計画省の監督下，総額814億6，900万
DA（1995－97年）の追加金融支援を確約した。政府はこの特別再建融資の成約にあたり，市場競争
に晒されるなかで持続的成長を維持するため経営効率の向上を支援する一方，以下4つの経済機構
改革を優先させることを融資の条件とした6。
①停滞している活動や下流部門を清算・分離し，主要な基礎的活動に経営を集中する。
②特定の生産活動に特化することで工業製品の品質レベルを向上させ，生産設備の改修と合理化を
　　図る。
③生産コストの削減，効率的な経営に基づいて生産過程を再編する。
④経営体制を非集権化・子会社化し，工業・商業・金融面での機構改善と効率を高める。また，人
　　的資本の育成・情報管理システムを導入して組織を改修する。
さらに，95年6月には上記の5公団に加え，製鉄公団（ENF），木工製品資材公団（ENMGP），通
信事業公団（ENTC），作業着縫製公団（INDITEX），農機具製造公団（PMA），ゴム・プラスチッ
ク公団（ENPC），化学肥料公団（ASMIDAL），繊維公団（ELATEX）の8公団が同特別枠での再
建融資契約を締結している7。
　また，1995年当時，アルジェリアでは全土にわたり地方自治体傘下の1，324公団が存在していた。
同公団は地方公共体（EPL）と呼ばれ，一般の国営企業（EPE）と区別される。95年10月10日，地
方公共体の健全化融資政策が担当省庁間で協議され，経営状況に従って以下のように区分している。
1）財政健全化融資を行い，政府が推奨する一定の経営方針を勧告（793社）。
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2）調査時における経営状況から勘案して，特に健全化融資は必要なし（199社）。
3）所轄省庁による部門戦略採択後，包括的救済措置を施行（217社）。
4）解散を提案（88社）。
　同協議の結果，1）の793社の財政健全化にかかる融資総額は304億DA（ディナール）と推算され，
3）の217社は，部門ごとの経営診断を行い，担当各省庁が経済的自治に向け構造改革・健全化を進め
るか，解散させるかの経営戦略を策定する。4）の解散が提案された88社では，即時8，628人が解雇さ
れた8。工業省の報告結：果によれば，91－94年の期間，銀行債務に対する弁済を含めると総額1，734億
DAの国営企業向け健全化融資が行われている（表1）。同額は年々増加し続け，95年には1年間で
1，480億DA，　96年には2，470億DAに達している9。最終的に1991－98年間を通じた健全化融資プロセ
ス全体の融資総額は名目価格で8，400億DAを超過している。
　1996年末からは新たに「銀行一企業規定」（dispositif　banque－entreprises）が制定され，同規定によ
り768社の国営企業の経営状態が審査され将来民営化もしくは外国企業との提携・合弁により再建可
能な企業の選別が行われた。この過程で合理化の為，巨大なコンビナート施設（工場団地）や工場は
分離・分割し，約1，000社の子会社が新設された10。ちなみに「銀行一企業規定」の枠組みで編成され
た融資総額は1，600億DA（内1，000億DAは銀行負担分，600億DA国庫負担）にのぼっている。
　しかし「銀行一企業規定」は，実際には債務返済繰り延べ措置（リスケジュール）が大半をしめ，
これまでの金融支援策と同様，根本的な問題解決には結びつかなかった。ブージュナー（Boudjenah）
はこうした状況を指摘して以下のように述べている。「実際の健全化による結果は，賃金未払いの増
大と倒産の拡大に口火をつけたに過ぎなかった。企業内再建プラソはしばしば国営企業の倒産による
清算を促進させた。その他の企業に関しては，企業価値の下落，子会社化，もしくは収益が得られな
い工場の閉鎖が相次いだ。国営企業の再編を標榜する政府の懸案事項は企業の生産構造・機構の回復
や発展ではなく，専ら経常収支の均衡回復に終始していた。これにより当面の赤字額はある程度減少
したが，国営企業全体は財政・金融面での危機に直面したままであった」11。また最終的に再建につ
ながらないと判断された国営企業への融資は打ち止められ，政府の舅定作業が進行するにつれ国営企
（表1）　健全化融資政策
単位：億DA
財務省・銀行債務の相殺額 銀行債務の弁済 経費出資金 合計
財政再建
o済的自治支援
酎S化融資（1991－94年）
酎S化融資（1995－98年）
261
P67
S95
W44
????，??
????? 　261
@241
P，734
U，169
合　　　計 1，767 5，420 1，218 8，405
出所：Hocine　AMER－YAHIA，　Allocution　faite　a　1’ocαasion　du　colloque　sur　la　restructuration　industn’elle，2et　3
　　mars　1999．原資料：Rapport　du　ministbre　de　17ndustrie，“Le　processus　de　restructuration　industrielle”，
　　octobre　1999．
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業の倒産数は累進的に増大している。1997年末の時点で，約58万人の雇用を抱える国営企業411公団
（1，484社）のうち，76公団（367社）が倒産し，約16万人が解雇された12。一方，当初1，324公団が存
在していた地方公共体は同時期，既に277公団が倒産し，同年10月には経営が破綻した694社の地方
公共体（10万人を雇用）の清算を進めることが決定された。地方公共体は99年中頃には384社（約5
万人の雇用）しか残存しておらず，この過程で約17万人が職を失った13。後に触れるように，94年下
半期から97年末までの期間，解雇された従業員数は国営企業全体で約52万人に達している。ブージ
ュナーが指摘したとおり，莫大な公的資金を投入した救済措置によって国営企業の負債額は一時的に
軽減したが，国営企業の恒常的な財政不均衡の構造自体は一向に改善され得なかった。こうした状況
を数値によって示してみれば国営企業の負債額は「銀行一企業規定」が開始された1996年末2，020億
DAからリスケ後の1997年末には1，070億DAへと半減し，1998年には210億DAへと大きく減退し
ている14。しかし，1999年には230億DAへと再び上昇を始め，2001年3月には445億DAに達して
いる。国際金融機関からの借入れは制限され，国庫からの融資は打ち切られた国営企業は資金調達が
不可能となり，現在に至っても常に倒産の危機に直面している。
　②　国営企業の構造的欠陥
　こうした国営企業の構造的赤字体質の原因はどこに求められるのか。健全化政策後においてもアル
ジェリアの国内工業製品・サービスの輸出は低迷を続けたのに加え，企業は輸入投入財（原料，半製
品，機械，部品の供給）を完全に国外に依存しており，また国内生産システムの連携は常に機能不全
に陥ったままであった。加えて，アルジェリア通貨とドルとの交換比率の下落や利子率の上昇が，国
営企業の債務重圧を加速化させた15。この点に関してブヤコブ（Bouyacoub）教授は，以下のように
述べている。「89～99年間で，アルジェリア通貨とドルの交換比率は，名目で88．6％下落した。加え
て，94～96年にかけての利子率は異常なほど高騰し，国営企業は経費が拡大し続けるなか，銀行欠
損額が累積する悪循環に陥っていった」16。いずれにせよ，国営企業の再建に向け国家から湯水のよ
うに救済資金が投入されたが，国営企業が抱える根本的な経済構造的欠陥を是正することができなか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　った。すなわち，国営企業の構造的な不均衡の問題はアルジェリアの経済システム自身が抱える悪循
環に根本的原因が求められ，金融支援によっては解決されえなかったのである。
　次に挙げる2つの表は，こうした国営企業の危機的状況を明白に示している。表2は，国営企業
における工業部門の生産高の推移を主要な部門ごとに示したもので，90年代を通じて工業生産高は
炭化水素部門以外全ての分野で生産高が減少している。特に，アルジェリア経済の根幹を支える鉄
鋼・金属，機械，電気部門は，89年と比べ97年には46．8％へと半減した。また，繊維・被服部門，
木材・製紙部門も同様に生産高が半減し，それぞれ48．6％，47．3％と極めて低い数値を示しているp
とりわけ皮革・製靴部門の落ち込みは激しく1997年の生産高は23．7％と大きく下落している（表2）。
　表3は，主要部門別に見た工業生産稼働率の推移であるが，ここでも90年代を通じて工業活動全
般で劇的な低下傾向を示している。1997年の鉄鋼・金属，機械，電気部門の稼働率は27．3％と激減
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（表2）国営企業の部門別生産高（1989＝100）
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997
炭化水素 105．4 107．6 108．9 109．6 106．1 107．6 113．2 118．2
鉱物 101．8 92．3 94．8 84．5 82．481．1 77．6 71．1
鉄鋼・金属，機械，電気 99．7 93．7 85．5 82 68．2 74．5 58．4 46．8
建物・建設資材 98．6 98．5 102．9 97 86．2 89．7 93．8 9
化学 97．1 94．5 77．3 80．3 94．586．2 75 79．9
農業関連産業 101．5 100．395．1 100．5 96．4 89 85 83．1
繊維・被服 105．1 102．7 102．495．7 82．5 73．1 53．3 48．6
皮革・製靴 107．1 82．9 61．8 52．453．5 42．6 29．3 23．7
木材・製紙 107．4 82．4 70．1 77．5 67．1 60．148．5 473
工業部門（炭化水素を除く） 99 96．8 919 91．2 84．2 82．9 73．6 69
出所：ONS，　L’activite　industrielle　1989－1997，1999．
（表3）　国営企業の部門別工業生産稼動率（1989　＝　100）
1990 1991 1992 19931994 19951996 1997
鉱物 70．6 64．4 67．6 53．6 53．9 54．7 52．7 48．3
鉄鋼・金属，機械，電気 55 54．1 48 44．8 39．4 40 33．6 27．3
建物・建設資材 63 63．3 65．9 63．3 58．3 59 61．9 59
化学 46．6 43．2 37．9 40．8 42．8 39．7 34．4 40．2
農業関連産業 78．6 78．2 72．4 73．1 68．967．3 65 59．2
繊維・被服 54．2 49．7 54．1 59．6 53．8 49．6 36．3 35．3
皮革・製靴 64．1 47．7 35．7 29．8 45．4 33．5 23．8 22．5
木材・製紙 43．9 33．2 28．1 36．5 31．2 27．521．5 21．4
工業部門（炭化水素を除く） 58 55．2 51．8 51．6 48．1 46．6 41．5 38．8
出所：ONS，　L　’activite　industrielle　1989－97，1999．
している。先に触れたように，90年代，同部門の生産設備の老朽化が進行し，・生産過程での故障が
相次いだ。しかしながら，企業の資金不足と海外銀行からの融資制限により故障を修理するための交
換部品の輸入が制限され，しばしば生産ライソが中断した。例えば自動車公団（SNVI）では，95年，
供給部品不足のため自動車を完成することができず，組立ラインは停止し，未完成の自動車が工場に
放置される状況に陥った17。また，同表でi著しい下落を示しているのが，表2と同様，繊維・被服部
門（353％），皮革・製靴部門（22．5％），木材・製紙部門（21．4％）といった軽工業部門である。同
部門の企業パフォーマンス低下は，上に挙げた理由（老朽化，輸入制限）に加え，海外からの輸入消
費物資が国内市場に出回り，国営企業に対する競争圧力が高まったことが大きな不振の原因となって
いる。
　アルジェリアでは90年代初頭からトラベンドと呼ばれる密輸貿易商の存在が社会問題となってい
たが，1994年の貿易自由化措置により民間の貿易業者が相次いで族生し，フランスのマルセ・イユ港
を経由したアジアや中東諸国からの輸入製品が国内市場に蔓延し，国営企業の危機に拍車をかけてい
る18。
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2．機構的整備
　アルジェリア政府は，民営化の準備段階として前節で検討した国営企業の再建策と共に行政機構上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の改革を進めている。本章では，民営化を円滑に進めていく上で，その土台となる法規上の機構整備
の進行過程，及び民営化を監督・執行する組織の編成過程を検討する。90年代後半のアルジェリア
における民営化の法的機構整備で重要な契機となるのが，95年8月に公布された「国営企業の民営
化に関する法」（97年9月改正）と，同年9月に公布された「国家商業資本の経営に関する法」であ
る。前者は民営化の具体的方法について規定し，後者は民営化作業を進める上で中心的役割を演じる
行政機構の設置・再編を定めたが，一方で複数機関の競合とその下部機関との不十分な連携が障害と
なり，98－99年には民営化プロセスはほぼ頓挫してしまう19。2001年，以上の二つの法令を統合し，
新たな民営化法「国営企業の組織，経営，民営化に関する法」が制定されるが，この点は次章にて詳
述する。本節ではこうした民営化の初期段階における機構編成プロセスとその問題点について検討す
る。
　（1）国営企業の民営化に関する法（1995年）と同法の改正（1997年）
　アルジェリア経済の根幹を支える国営部門は，長年にわたり国家の強力な庇護下におかれ，経済的
にも行政機構的にも民営化はタブー視されてきた。しかし1994年に国営企業の一部株式譲渡（Loi　de
finances　compl6mentaire）が公式に認可されると，民営化が現実的な政策として徐々に国内に認知さ
れるようになっていった。それでも膨大な余剰人員を抱える国有企業の大規模な再編を促す具体的な
民営化法の制定までには，社会的抵抗勢力による強硬な反対を受け，成立に至るまでには長い調整期
間が必要とされた。1995年4月9日，シフィ（Sifi　Mokdad）首相を議長とする閣議（Conseil　inter－
minist6ral）で国営企業の民営化に関する法案（1’avant－projet　d’ordonnance　relative　a　la　privatisation）
が審議された。この時シフィ首相は，「民営化それ自体が目的ではない。硬直した議論を超えて，企
業の生産・経営効率の改善を目指すための足がかりとして民営化を位置付けるべきである」と述べ，
民営化プロセス前進に向けた明確な意思を表明し，国営企業の株式売却を通じた市場経済の導入を宣
言した20。これを受けて約1週間後の4月17日，政府とアルジェリア労働総同盟（UGTA），アルジ
ェリア経営者団体（UNEP）間による三者会議が開催された。同会議でUGTAは，アルジェリア政
府と国際諸機関の間で取り交されている民営化政策21は大量の解雇者を生むだけで，「国営企業の叩
き売り」であると非難し，現在国営企業が抱えている慢性的な余剰人員は，何より中央集権的国家に
よる非効率経営体制の結果であり，労働者が犠牲となる必要はないと指摘し，国営企業（＝国）の経
営責任を糾弾した22。同民営化法案の策定にあたり最も対立した点は，民営化される企業の従業員に
対する株式参加権，価格割引等の優遇措置の問題であった。当初アルジェリア政府は従業員への株配
当の上限を5％に設定していたが，UGTAは同比率を30％にまで引き上げるよう要求し交渉は難航
した。最終的に政府側が株配当の上限を15％まで譲歩することで双方間の合意を引き出し，95年7
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月22日，「国有企業の民営化に関する法」（Ordonnance　N°95－22）が採決された23。これにより8月
26日同大統領令が公布され，アルジェリアの民営化政策が正式に着手されることになる。同法の第2
条では，経済活動部門全般にわたる1，260社の国営企業が民営化の対象と定められ，以下2つの重要
な機関が新設された24。第1は，政府管轄下に民営化の執行・調整機関として国家参加国民諮問会議
（CNPE－Conseil　National　des　Participations　de　l’Etat）を創設する（第8条）。第2は，民営化プロ
グラムの審議，国営企業の売却評価額を査定する諮問機関として民営化国民評議会（CNP－Conseil
national　de　la　privatisation）の新設が定められ（第11条），翌96年9月21日，知識人，学者，高級官
吏を中心とする各界から8人のメンバーが選出され，議長にはメブトゥール（Abderrahmane　Meb－
toul）が就任した。さらに，民営化に関する法令の施行を審議する機関を新設することが定められ
（第38条），97年7月22日，ウヤピア（Ahmed　Ouyahia）首相は民営化執行管理委員会（Commission
charg6e　du　contr61e　des　opεrations　de　privatisation）の設置を発表し，委員会は民営化国民評議会が
作成した企業評価報告に従って，評価額と売却額との価格の開きや売却方式をチェックし，民営化プ
ロセスの透明性，正当性，平等の遵守を監視する機関として設立された25。
　後に検討するように，同民営化法の制定（95年）後，試験的な民営化が開始されるが，具体的な
民営化には結実しなかった。そこで移行期国民評議会は，97年1月15日，停滞する売却状況を打破
する目的で株式購入方法の法的規定条項の規制緩和を盛り込んだ改正法案を提出し，3月17日同案が
大統領令として公布された（ordonnance　N°97－12）26。同法が95年の旧民営化法と異なる点は以下の
3点である。第1に，旧法では企業の所有権を民間へ委譲する際，5年間同じ業務内容を継続するこ
とが義務付けられており，この規定が投資家に対して抑止力となっていた。改正法は，以上の義務を
廃止し，国営企業購入後の業務内容を問わないことになった。更に工場設備の一部もしくは全部を転
売することを許可し，企業活動の軌道修正を行うことができるようになった27。第2に，分割による
支払いを認可した。旧法では，信用による一括払いが義務付けられていたが，改正法ではこの点が大
きく緩和された。正確には，売却時の企業資産価値30％を初回に支払い，残額は10年間を期限とす
る分割払いが認められた。加えて，購入後，生産設備を修繕するか，5年間同じ業務内容を継続，あ
るいは従業員を解雇処分しなかった場合，残額は15年まで分割期間が延長され最大25％の割引等の
優遇措置が受けられる。また，購入者が従業員であった場合，初回払いは15～25％に引き下げら
れ，最初の5年間の支払免除が受けられる上25年間の分割払いが認められた28。最後に，旧法では国
営企業の売却に際し，官僚統制による障害を排除する目的で，売却過程でコソトロールが行われ，実
質的な障害となっていたが，改正法では，事後的コントロールが行われることになった。更に同改正
法が立案される前年96年10月13日，世銀の視察団（Daniel　Ritchie中東・北アフリカ地域担当局長）
がアルジェを訪問し，同国の停滞する民営化作業を活性化させるため一般国民向け証券を発行して一
挙に300公団を国民に委譲する「大衆民営化」（Privatisation　de　masse）を採用することを政府に勧
告している29。これを受けて政府は国有企業全体を即時民営化するような急激な民営化は行わないが，
1997年の改正法で制定されたように，特に従業員による企業再購入を優遇する形で大衆民営化を推
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し進めていくことで世銀の要請に応える形をとっている30。同民営化の方法は，後に触れるように，
実際には大量の地方公共体の清算（＝従業員への売却）により具体化されている。
　②　国家商業資本の経営に関する法と国家持株会社の編成
　アルジェリアの多くの国営企業が実質的には倒産の危機に瀕していながらも，政府の財政援助の恩
恵により存続していた状況については前節で検討した。問題は，こうした国庫の大きな負担となって
いる国有企業を如何にして国家から切り離していくか，換言すれば中央集権体制から経済的自治を徐
々に認めていくことで如何にして市場経済導入への準備段階を整えるかであった。以下に説明する参
加基金，国家持株会社はその中継役として設立された。
　国営企業に一定の経済自治を認める「国営企業の経済自治に関する法」は，既にシャドリ大統領政
権下の87年12月に国民議会で採択されている。その具体策として翌88年6月23日，8つの参加基金
（Fond　de　Participation）カ～創設され，国営企業の管理・運営を同基金（持株会社）に委託する新た
な企業運営形態がスタートした31。しかし，参加基金は政府所轄省庁による国営企業の管理・運営を
廃止し，同基金による国営企業の管理・運営を委託したが，実際には資産運用・融資の面に重点が置
かれ，具体的な生産機構の建て直しといった経営戦略が行われることはなかった。すなわち，国営企
業の財政赤字（債務）が膨張し，経営破綻に陥ったとしても，国家による企業の財政再建に向けた巨
額な融資が行われ経営者から経営責任が回避された状態にあり，企業経営責任の所在が必ずしも明確
ではなかった。かかる状況のなか95年9月25日に公布された「国家商業資本の経営に関する法」
（Ordonnance　1995－25，　relative　a　la　gestion　des　capitaux　marchands　de　1’Etat）では，国家持株会社の
設立が規定され（第4条，第5条），同年12月24日，同法案に従いこれまでの8つの参加基金に代わ
り11の国家持株会社が創設され，翌96年9月から運営が開始された32。国家持株会社創設の目的は，
同一産業部門に所属する複数の国営企業をグループ化し，財政・有価証券（公債）を管理・運営（公
社の財産は譲渡・売却可能）することで，国営企業の資産価値を引き上げ発展させ，最終的に組織を
再編し，当該部門の発展を促進させることにある（第9条，第10条）。すなわち，グループ化された
企業のうち，より収益率の高い企業を活用し，経営不振に陥っている他の企業の再編・整理を行う機
関であった33。また同法で参加基金に代わり改めて財政・経営戦略を含む全ての経営責任を公社へ帰
し，管理・運営の監督を国家参加国民諮問会議（CNPE）に委託することで，国家の介入を完全に分
離させていくことが確認された34。
　しかし，ここで明記する必要があるのは，国営企業の経営・管理を国家（政府）と完全に分離する
ことで，所轄省庁との癒着を通じた同族保護（縁故主義）や腐敗を根絶することが参加基金に代わる
国家持株会社設立の目的の1つであったが，世銀は96年の国家持株会社設立当初から「同経営陣は
既得権益の維持が目的であり，将来，同機関の設立が民営化プロセスの大きな障害となる」と批判し
ている35。同様に，ラミリ教授（Lamiri）は，国家持株会社創設は時間の無駄であるとして以下のよ
うに批判している。「今日我々が必要としているのは，国民を排除しない非官僚主義的経済体制であ
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（図1）95年「国家商業資本の経営に関する法」制定後の行政機構
　　　　　　　　　　　　　首相
　　　　　任命　　　　　　　　　　　　　　　任命
国家資本参加代表　　　　　　国家参加
　　　　　　　　　　　　国民諮問会議①
　　　常講局②　厨
　　　　　　監視役会⑤　　　　　　理事会④
轟募娼民
（注）
①CNPE－Conseil　National
de8　Participations　de　l’Etat．
首相と首相により任命された16
人の閣僚から構成。
②Secr6tariat　technique，国
家資本参加代表との協調、①の
1鱒磁蟹尭
ンの作成、審議を担当。
④Directoire　ou　Directeur
g6n6ral　unique．国家持株会
社の部門ごとに理事を総会で選
出（任期は6年、更新可能）。
⑤Conseil　de　surveillance．
理事会と同様に選出され、持株
会社の経営・運営を監督（構成
員は7人）。
出所：同図は以下を参照に筆者が作成した。Ammar　Belh｛mer，　La　dette　exterieure　de　1’Algert’e，
　　Editions　Casbah，　Alger，1998，　p．256．
り，社会的見地に立脚した経済発展戦略であり持株会社の形成ではない。国際競争力のある比較優位
部門に位置する国営企業の民営化を推し進めるような社会経済的な計画の構築こそが望まれる」36。
法規上では，国家参加国民諮問会議（CNPE）は国家持株会社の調整と方向付けの責務（第17条）と
その協調の下，国営企業の政策，投資条件や資産売却を決定する機関としての役割を担っている（第
20条）。図1は「国家商業資本の経営に関する法」の制定後に構築された行政機構の組織関係を示し
ているが，同図に示されるようにCNPE議長は首相が兼任し，その構成員を任命する権限も首相に
委譲されているため，同会議は民営化執行の唯一の機関であると同時に，政府と密接な関係を構築し
ている。実際，CNPEは国家持株会社の株式の全体あるいは過半数を保有し，時が経つにつれ持株
会社経営陣に同意を強いるような極めて指令性の強い機関となり，運営への絶え間ない干渉が行われ
るようになった。また周辺には国家資本参加代表，常設事務局といった諸機関を併設し，民営化政策
の執行プロセスを複雑・硬化させている（図1）。
　一方，95年の民営化法（N°95－22）で設立された民営化国民評議会（CNP）は，　CNPEで策定さ
れた民営化法や政策の審議，民営化プラン作成，民営化する国家資産の監督がその任務に定められて
いたが，実際には具体的な実効力を持たない下部機関に位置付けられた37。こうした状況に対し，
CNPの議長に任命されたメブトゥールは国内紙上で行政機構上の欠陥を再三にわたり指摘してい
る。例えば，「我々（CNP）が，ビール公団，ミネラルウォーター公団の民営化プランを実行に移そ
うとすると，持株会社側はあらゆる債務を同公団に移転して，民営化阻止を試みた」38。更に同評議
会は設立当初から98年6月8日まで明確な理由もなく実質的な運営を凍結され（民営化リストの発
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表等のみの活動），政府の予算が組まれたのは98年9月～99年9月21日までの1年間だけであった
が，活動期間においても何ら実効力を持たなかった。
3．民営化プロセス
　アルジェリアの民営化政策，行政機構自体における不透明性，執行機構の連立競合状況については
前節で検討してきた。本節では，まず民営化初期の具体的プロセスを検討する。とりわけ開始当初に
おいては，各紙上で発表される民営化リストも統一されておらず，機構調整が安定していなかった。
そのため，初期における民営化措置が実質的な結果をともなわなかったのは勿論であるが，加えて複
雑な進行過程が客観的な把握を難しくしている。97年半ばから構造改革の「第二世代」と国際機関
に評価された民営化作業が着手され，98年89社の「第一次民営化企業リスト」が発表されるが，多
くは最終的な売却に至らなかった。99年末頃には民営化を遂行する上での行政機構上の問題が再燃
し，またCNPE一国家持株会社の運営・管理の方式に関する批判の声が高まる。この時点での政府の
焦眉の課題は，こうした弾力性に欠けた制度・機構面を再編・改革する新法の制定であり，難航する
調整の末2001年8月に新法が制定される。しかしながら同新法をもってしても，民営化プロセスが
大きく簡素化されたとはいい難く，投資先として魅力に欠ける国営中小企業の民営化は大きく進展し
ていない。そこで1999年4月に大統領に就任したブーテフリカ（Abdelaziz　Boute且ica）は新たに基
幹産業部門の市場開放政策に着手し海外からの投資を呼びこむ政策を積極的に展開している。以下で
は，民営化の具体的な進行過程を概観することで民営化プロセスの阻害要因を分析し，あわせて改革
後における機構上の問題，近年の基幹産業の再編過程を検討する。
　（1）試験的民営化（95－96年）
　1995年8月23日の民営化法の制定後，同年10月，政府は試験的に5ホテルの民営化を発表し入札
を行ったが，買手はつかなかった。そこで政府は，翌96年初頭，対象ホテル数を13に拡大して再び
入札募集をかけた。しかし，民営化の対象とされたホテルは治安の悪い地区に位置しているか老朽化
が進み大幅な改修工事が必要なホテルが大半を占めており，加えて入札最低価格は過大に評価され適
正価格を大幅に上回っていたため39，買手が見つかったのはオラソ（Oran）のホテル（Chateau　neuf）
だけであった。
　95－96年の期間，CNPE，　CNP，投資促進・支援庁（APSI－Agence　pour　la　Promotion　et　le　Suivi
de　1’lnvestissement）等の行政諸機関は民営化の対象とする企業を次々と発表するが，公表される内
容や企業数はその度毎に異なっており，統一されていない。但し，この段階で対象となった業種は流
通，観光（ホテル），食品加工業が太宗を占めており，本格的な民営化には至っていない40。いずれ
にせよ政府の発表では，96年10月時点で買手が見つかったのは，地方公共体10公団だけであった。
こうした初期段階における極めて低い民営化の結果は，企業評価から入札，買手審査まで11～13ヵ
月かかる緩慢な売却プロセスに加え，銀行・金融部門の機能障害や省庁，監査委員会，民営化国民評
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議会，政府と順次確認審査が行われるといった煩雑な売却手続が原因として挙げられる41。
　（2）民営化の第一段階（97－99年）
　1997年8月17日，ウヤピア（Ahmed　Ouyahia）首相は国民議会で3ヵ年経済プログラムを採択し，
同プログラムのなかで近日中に309社の国営企業の民営化を開始し，併せて金融部門の改革と，これ
まで未着手であった家電産業，鉱山，運輸，郵政・通信事業，農業分野まで民営化の範囲を拡大する
と発表した42。これは1996年6月にアルジェリア政府が世銀との間で，中小企業，農村開発銀行の大
規模な民営化計画を実施することを確約したことに端を発している43。広範囲の民営化，金融改革の
意図を表明したアルジェリア政府の民営化政策をIMF・世銀は，「同国政府は構造調整政策に続く構
造改革の第2世代に移行した」と評価している44。1997年9月，国家参加国民諮問会議（CNPE）は
国内紙上で131公団の民営化リストを発表した。更に後日リストを追加し，民営化の対象を18万人の
雇用を抱える268公団に拡大する方針を発表した。同リストには，工業部門，大規模事業，サービス
（観光，ホテル），運輸，製造業等，あらゆる分野の企業が含まれ，これまで基幹産業として民営化の
対象から外されてきた鉄鋼公団（Sider）傘下の子会社8工場も売却が提示され，実現すれば約1，100
億DAの売却益が見込まれていた45。1998年初頭に行われた三者会談では，以上の企業に加え農村開
発銀行（BDL）が民営化の対象となることが公表された46。98年6月7日には，97年発表の民営化
対象リスト131公団のうち89公団（384社）を民営化する「第一次民営化企業割当」（d6cret　N°98－
1947　juin　1998）が発表され，入札募集は翌月から開始された47。98年末の政府による結果報告によ
れば，89公団のうち，ビール，レモナード公団（16社），煉瓦公団（23社），スーパーマーケット（9
社），ホテル（20社）が売却交渉に入り，57の薬局が売却された48。一方，地方公共体に関しては，
95－96年の段階で数十の公団が売却されたに過ぎなかったが，97年9月，政府は経営不振に陥ってい
る694公団（10万人を雇用）の売却・清算を発表した。地方公共体は解散後，公団従業員に再購入を
推奨し，694公団のうち140公団は従業員向けに売りに出された。従業員株式参加型（1’actionnariat
ouvrier）と命名される同民営化政策では，解雇された従業員に対する銀行融資の優遇策を定め，解
雇後一定の従業員に対して地方公共体の購入・運用資金（COD－Contribution　d’ouverture　des　droits）
が支給された49。
　こうした地方公共体を中心とする国営企業の倒産とそれに伴う人員整理は同国社会にどのような影
響を与えたのか。表4では，構造調整政策が開始された94年下半期から97年末までの解雇者数の統
計である。同期間，約52万人が解雇されているが，社会保障の適用を受けることができたのは，そ
の内の16万人に過ぎない。企業の倒産・リストラはその後も続き，2003年までに約60万人が解雇，
1000以上の国営企業が倒産した。失業率は91年20．3％であったが，94年24．4％，2001年には30％近く
に増加し，2001年末の失業者数は250万人と推定されている。
　アルジェリアでは失業者の約70％が30歳以下の若年層で構成され，市街地では「ヒヅティスト」
（アラビア語で壁にもたれる者の意味）と呼ばれる職を持たない若者が街中に溢れ，闇市場の拡延と
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表4　国営部門における解雇者と社会保障適用者（94年下半期一97年末）
?
解雇者（人）
うち社会保障適用者（人）
失業保険対象者（％） 定年前退職者 合　計
94年下半期 20，908 1，146（5．5） 1，017 2，163
95年上半期 110，183 16，478（15．0） 5，279 21，757
95年下半期 126，117 18，324（14．5） 6，534 24，858
96年上半期 50，312 3，988（79） 2，517 6，505
96年下半期 50，186 8，057（16．1） 5，168 13，225
97年上半期 115，119 50，471（43．8） 9，072 59，513
97年下半期 47，056 30，232（64．2） 6，000 36，232
合　　計 519，881 128，696（24．8） 35，587 164283
出所：hα丁励κ紹，1998年3月16日。
ともに社会不安が増大している。人口増加率が年率2．3％の同国では，毎年約20万人の新規労働者が
労働市場へ放出されているが，95年から2000年の期間，最大で年間7万人の雇用しか実現していな
い50。こうした労働市場の閉塞状況に対し，政府は98年6月，若年起業支援基金（ANSEJ－Agence
Nationale　de　Soutien　a　1’Emploi　des　Jeunes）を創設し，一件あたり320万DAを融資限度額とする民
間投資支援策を導入した。その結果，1999年末の段階で民間中小企業が抱える雇用者総数は16万人
を突破しているが，その大部分は雇用数10人以下の零細企業，同族経営が占めている51。
　（3）民営化プロセスの新段階（2000年一）
　1999年12月24日，ベソビトゥール（Ahmed　Benbitour）を首班とする内閣が組閣された。同内閣
で注目されたのは参加・改革調整省（MPCR－Minist6re　des　participations　et　de　la　coordination　des
rεformes）の新設である。同省は自由主義路線を自認するハミッド・トゥマール（Hamid　Temmer）
が就任した。同相は，入閣当初から「民営化の対象部門に例外はない」と表明し郵政・通信事業，エ
ネルギー分野の民間への資本開放を示唆し，民営化に関する大胆な新機軸を打ち出した。とりわけ，
行政機構面では同省傘下に民営化に関する執行権を集中させ，民営化過程の全体を総指揮できるよう
に改革することを焦点に据え，複数の諸機構の乱立で動脈硬化に陥っている民営化遂行プロセスを簡
素化することを同省の最大の責務とした。こうしたトゥマールの制度・行政機構の改革を最優先する
提案に対し，ベンビトゥール首相は全面的にバックアップし，以下のように賛同している。「民営化
を執行するにあたり数年前に創設された行政諸機関のパフォーマソスを検討した結果，同機能は既に
限界に達している。現在の閉塞したシステムから脱却するためにも政府は行政機構の迅速な改革を進
め，透明で正確な民営化プログラムを実行しなければならない」52。
　法的機構整備の第一段階として対象となったのが，2000年初頭から運営方法に関して激しい批判
が繰り広げられた国家持株会社であった。これを受けて2000年6月4日，ベンビトゥール首相は11
の持株会社を5つに再編すると発表し，以下のように合併された。①大規模建設等の工業グループ，
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②鉄鋼と鉱山部門のグループ，③サービスと化学・医療のグループ，④食品加工業グループ，⑤機械
部門グループ53。こうした，国家持株会社5部門再編の理由について，CNPEは以下3点を挙げてい
る。第一に，8％成長を目標値に設定されていた工業部門では最も好成績の年で3～5％にしか達する
ことができなかった。第二に，再建融資策により国家は国営企業に対し莫大な資金を投入してきた
が，その後も国営部門の生産活動は回復していない。第三に，今後EUとの自由貿易協定が成立す
る場合，企業パフォーマンスの向上（Mise　a　niveau）を迅速に進める必要がある54。
　国家持株会社の再編を断行したべソビトゥール内閣であったが，同内閣はわずか8ヵ月の短命に
終り2000年8月26日に退陣する。新首相にはベンブリス（Ali　Benflis）が就任し，2000年9月に開
催された国民議会で95年の「国家商業資本の経営に関する法」を補完する形で新たな民営化法（Or－
donnances　sur　la　gestion　des　capitaux　marchands　de　1’Etat）を策定することを盛り込んだ政府プログ
ラムを発表し，翌2001年1月4・6日，ベソフリスを議長とする国家参加国民諮問会議が開催され
た55。機構改革へ向けた同改正法の策定は難航したが，2001年5月31日，ブーテフリカ大統領が一部
内閣改造を発表し，国家資本参加・改革相（MCPR）就任以来大胆な機構改革を目指し策定努力を
続けてきたトゥマールは新法の立法を直前にして突如解任され商業相に転任する。同相の後任にはブ
クロー（Noureddine　Boukrouh）が就任した。人事交替後も民営化の執行権限を国家資本参加・改革
調整省に集中・強化し，民営化の簡素化を目指す改革案の基本方針は変更せず，民営化に関する2
つの大統領令（95－22「民営化法」と95－25「商業資本経営法」）を統合した「国営企業（EPE）の組
織，経営，民営化に関する法」（Ordonnance　N°01－04　20　aoat　2001）が2001年8月20日に公布された。
この時，トゥマールが打ち出した新機構改革草案の提出から約1年8ヵ月，最初の民営化法の公布
（95年）から6年が経過している。
　同新法の主要な改正は以下の点にある56。①CNPEに代わって国家参加諮問会議（CPE－Conseil
de　participation　de　l’Etat）を導入する（第8条）。同会議は旧法と同じく首相府に設立され，3半期
に1度は定例閣議の開催を義務付け，国営企業の改編，民営化政策の策定と執行，民営化政策と計
画の策定と承認，民営化手続きの書類審査と承認（第9条）が規定された。②国家持株会社は，同
大統領令の公布後30日以内に特別総会によって解散（第40条）が宣告され，これにより9月13日に
開催された国家参加諮問会議の臨時総会で10持株会社（5ホールディング，5地域ホールディング）
が正式に解散した。だが国家持株会社を解散させる代わりに国家参加諮問会議（CPE）はその所轄
下に28の参加経営公社（SGP：Soci6t6　de　gestion　des　participation）を編成している57。同公社は，
1，318の国営企業（金融機関，炭化水素公団（Sonatrach）と例外13公団を除く）を同部門に属する企
業ごとにグループ化し，代表理事を各グループにつき1～3人選出し，国有企業の資産配分や財務省
からの受託金を管理することが定められた58。この参加経営公社設立の目的についてブクローは以下
のように説明している。「参加経営公社の主要なミッションは，民営化作業と資本開放によって工業
の再編作業を進め組織の国家からの離脱を漸次的に進行させることにある」59。しかしこうした設立
目的は，参加基金，持株会社創設時と何ら変わりがなく，最終的に改正法によっても国営企業を国家
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国家資本参加
・改革調整省②
国民参加評議会③
国家投資開発庁⑤
（図2）　2001年「国営企業の組織，経営，民営化に関する法」制定後の行政機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①CPE－Conseil　des
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Participations　de　l’Etat．首相
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を議長とする計13人の閣僚で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　編成。同委員会が国家商業資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経営に関しての政策方針（企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の収益改善と活動調和）の最終
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決定を下す機関。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②MPCR－Ministbre　de8
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　participations　　et　　de　　la
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　coordination　des　r6formes，常
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　任事務局を兼任。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③CNP－Conseil　National　de8
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Participation8．9人で構成。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④ホールディング及び地域ホー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ルディングは解散。その代わり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に28の参加経営公社（SGP－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Soci6t6　　de　　gestion　　　　des
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　participations）が結成。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤ANDI－Agence　Nationale　de
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D6veloppement　　de　　1　’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Investissement．投資促進支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　庁（APSI）と若年企業支援基金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ANSEJ）を統合。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥CNI－Conseil　National　d’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　InveStiSSement．
首相
任命
国家参加諮問会議①
方針
出所：筆者により作成。
から完全に切り離すことができなかった政府は，持株会社を複製することで官僚（既得権益集団）と
の妥協を引き出したものと考えられる。それゆえ参加経営公社は設立当初から批判が集中した。ブー
ジディ　（Bouzidi）は，「新法により国家持株会社は参加経営公社に交替したが，同機構はミニ持株会
社でしかないばかりか28公社へと数は更に増加し，より不透明な体制へと変わった。執行権に関し
ては全く明白な定義がされていない。…　国家持株会社システムの問題は，政治権力と企業群との癒
着にあったが，参加経営公社は執行権さえも剥奪され，さらに不完全で中途半端な機関となった」60
と述べている。
　③旧法の大きな改正点は，国家資本参加・改革調整省の権限が大幅に強化されたことにある。常設
事務局は同省が兼任（第10条）し，民営化政策の策案と執行，更に国営企業の査定・選別等民営化
に対する全面的な権限が認められた（第21条）。それ故，図2で示すように国家参加諮問会議（CPE）
を包含する形で同省が位置している。但し民営化政策の最終決定権は国家参加諮問会議に委ねられて
いる（第11条）。また，投資促進・支援庁（APSI）や民営化国民評議会（CNP）は廃止されたが，
2001年11月3日，ベンブリス首相は，前者に代わって新たに開発投資局（ANDI－Agence　Nationale
de　D6veloppement　de　1’Investissement），後者に関しては首相府に投資手続きの問題処理を担当する
国家投資評議会（CNI－Conseil　National　de　l’Investissement）を新設した。
　このように民営化プロセスの透明性の確立と閉塞するシステムの打開策として大きな期待をもって
立法された新法であったが，廃止された数だけ新たな機関が新設されており，諸機構上の競合は大き
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く改善されることはなかった。2002年6月20日，ベンブリス首相による内閣改造が再び行われ，ブ
クローにかわりトゥマールが国家資本参加・改革省を改称して設置された投資促進・参加省（MPPI
－Ministre　de　la　Participation　et　de　la　Promotion　de　l’investissement）に着任し，今度はブクローが商
業相へ転任した61。民営化の中心人物に返り咲いたトゥマールは，10月30日，新たな民営化プログラ
ムの第一段階として軽工業（繊維・皮革），建設部門，農業加工部門，化学部門を中心に200～300人
を雇用する中小企業70公団の民営化を打ち出している62。その後も幾度となく，民営化を発表するが
実効力はなく，完全な実施には至っていない。
　（4）基幹産業の民営化
　国営中小公団の民営化作業が具体化しない一方，ブーテフリカ大統領が1999年の就任以降打ち出
しているのが基幹産業の民営化（＝外資導入による自由化）である。アルジェリアでは，地下天然資
源，公共サービス，郵政・通信といった経済の中核を支える基幹産業は国家が一元的に占有し，これ
まで民営化の対象から除外されてきた。ちなみに同国憲法17条によれば，こうした基幹産業は「国
民の戦いと殉死者の血によって独立を成し遂げた国家の存在基盤，公共財産であり不可侵な部門」と
指定されている63。近年着手されている改正法案に共通しているのは，こうした国家による独占を切
り崩し，外資を中心とした民間部門との市場競争を導入することで生産・配給面での効率改善，近代
化および規模拡大，労働環境・経営組織形態の改善とそれに伴う人的資本の向上を目指す点にある。
また将来の世界経済統合に向けたWTO加盟，　EUとの経済協力を構築に向けた受け入れ態勢を整え
ることを政府の最重要課題として提起している64。以下ではこうした基幹産業の自由化過程について
概観してみたい。
　電力・天然ガス部門では，2001年9月23日に国民議会で電力・天然ガス改正法案が通過し，2002
年2月5日同改正法が公布（Loi　N°02－01）されている。改正法では，これまで国営天然ガス公団
（Sonelgaz）が独占していた電力・ガスの配給と生産活動を民間部門と国営部門に区分し（但し運輸
に関しては国営部門が独占を維持），その際の電力・ガスの市場コントロール・規制を担当する政府
電力・ガス監督機関（CREG－Commission　de　R6gulation　de　1’Electricit6　et　du　Gaz）を2003年を目処
に新設することが定められた。また，新法の制定に伴いアルジェリア政府は2001－2010年の10年間で
総額120億ドルの投資を行い，投資額の半分を民間企業が分担することを発表している。なかでも注
目されるのは，将来EUへの電力供給量の増強を目指す「2000メガワット計画」である。同計画は，
アルジェリア（Marsat　Ben　M’hidi）一スペイン（Almeria）間280キロを海底ケーブルで接続するこ
とでアルジェリア国内の電力総生産の約60％をEUへの輸出に充当し大陸間電力供給網の確立を予
定している65。2000年5月23日にアルジェリア政府は同計画の国際入札を行い，アメリカ（AES，
Sirocco），フラソス（EDF），イタリア（Enel），カナダ（Lavallin），スペイン（Endesa）の5つの
電力会社が応札している。また，アルジェリアは現在世界第5位の天然ガス生産国に成長し，天然
ガス輸出は輸出収益の30％を占めているが，さらなる生産規模の拡大を図り炭化水素公団
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（Sonatrach）と天然ガス公団（Sonelgaz）の提携によりアルジェリア・エネルギー公団（Algerian
Energy　company）が新設された。現在の年間1，350億立方メートル（M3）の天然ガス生産（そのう
ち輸出は620億M3）を，2005年には1，500億M3（輸出850億M3）まで増産することを目指してい
る。同国はこれまでにも天然ガス増産に伴い地中海を横断するパイプライソを建設することでEU
向け天然ガス輸送ライソを確保し，強固なエネルギー資源供給体制の構築を図っている。1983年に
はチュニジア経由でイタリアと結ぶガス・パイプライン（Transmed）が完成しており，またモロッ
コ経由でスペイン，ポルトガルへ輸送するガス・パイプライソ（GME－Gazoduc　Maghreb－Europe）
の第一次建設が1996年に完成し，現在も拡張工事が続いている。2004年からは炭化水素公団とスペ
イソのCepsa社の提携により総工費60億ドルの新地中海横断ガス・パイプライソ（Medgaz）の着工
が予定されている。同パ・イプライソによってハッシ・ル・メルからアルジェ西部のムスタガーナムを
経て直接スペイソのカルタヘナへ年間80～100億立方メートルの天然ガスを供給することが可能とな
る。同計画はコンソーシアム形式で既にイギリス（BP），スペイン（Endesa），イタリア（ENI），フ
ランス（GDF，　TotalFinaElf）の5社が資本参加を表明している。また2001年2月には炭化水素公団
とイタリアのEdison社が協力協定に調印し，アルジェ東部のアソナバからイタリアのサルデーニャ
島，フランスのコルシカ島を経由して，トスカナ（イタリア）を結ぶ延べ930キロのガス・パイプラ
イン（Galsi）の建設が検討されている66。このようにガス・パイプライソによる供給網の配備により
アルジェリアはEUとのエネルギーを媒介とした関係を深めており，2000年EU域内で消費される
天然ガスエネルギーの対外輸入のうち約30％がアルジェリアによって供給されている。また，2001
年末にはマリもしくはニジェールを縦断してナイジェリアへ接続する総工費80億ユーロ，全長4，000
キロのガス・パイプライン建設計画も発表され，EUだけでなく，サハラ以南のアフリカとのエネル
ギー供給関係の第一歩が踏み出されようとしている。
　炭化水素部門に関しては，2001年3月政府は改正法案を提出したが，当初からUGTAを中心に強
硬な反発を受け，現在に至っても両者間の妥協は成立しておらず，断絶状態が続いている。2002年9
月の国民議会で同法案の審議採択が予定されていたが，UGTAは政府を激しく批判し，法案そのも
のの棄却を要求している67。さらに冒頭で触れたように，2003年2月25・26日に展開されたゼネス
トでは国営企業，公共サービスを含む経済活動全般が停止したが，医療関係や石油の生産・輸送に関
してはストライキの対象から外された。シディUGTA代表は，政府が充分な回答をしない場合，エ
ネルギー部門を含むさらに長期に渡るゼネスト決行も辞さないと対決姿勢を深めている68。同法の立
案に直接関与しているケリル（Chakib　Khelil）エネルギー・鉱物資源相は，こうしたUGTAの猛反
発に対し，「同法案は炭化水素公団の再組織化，人員整理・合理化を狙うものではなく，ましてや民
営化を意味するものではない」と再三にわたる弁明に努めてきているが，UGTA代表のシディは
「炭化水素公団に対する国家の保護が消滅すれば，外国企業の進出によって同公団は圧殺される」と
批判し欧米石油資本の参入強化を前に炭化水素公団の弱体化を懸念している69。なぜなら，同改正法
案が採択されれば，炭化水素公団は海外企業と競合するひとつの民間企業となり，これまで受けてき
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た国家の保護によ・る特権を享受できなくなることが予想されるからである。1991年に採択された炭
化水素法では，外国企業の地下天然資源採掘権の資本参加の上限は49％と規定され炭化水素公団と
の提携が義務づけられていたが，今次の改正法案が採択された場合炭化水素公団との提携義務は免除
されるうえ，炭化水素公団の新鉱床に対する先買権は上限30％が保障されるだけに変更される（第
45条）。また第9条によれば，2つの政府機関の新設が予定されており，投資の促進と透明性の強化
を図りエネルギー資源の商業化を担当するAlnaft公団とエネルギー省直轄下に炭化水素資源開発の
コソトロール・規制を担当する独立した政府機関を新設することが定められている70。
　地下天然資源の改正と同様，郵政・通信部門の改革も2000年以降推し進められている。2000年の
アルジェリアの固定電話普及率は，全人口の5％，携帯電話では2．3％でしかなく，通信・インフラの
遅れが指摘されてきた71。政府はこうした通信サービスを近代化するため2000年7月15日，国民議会
で通信事業改革法案を採択した。8月5日に公布された通信事業改正法（Loi　N°2000－03）では，郵
便事業と通信事業を区分し，独立した国家持株会社として国営企業に分離すること（第3条）が規
定され，それぞれの事業を監視するための独立した政府機関として，郵政・通信規制機関（ARPT－
Autorit6　de　R6gulation　des　Postes　et　T616communication）が2001年5月3日に創設された。2000年
12月15日には8桁のデジタル回線化が実現した。郵政・通信省は，今後年間100万回線の新規契約を
達成し，2004年には固定電話普及率を12％，2015年には30％に増加させるプラソを発表している72。
また固定電話事業は2005年の完全自由化を目指している。一方，アルジェリアの携帯電話サービス
（AMN－Algerian　Mobil　Network）は，1998年2月から開始されているが，2001年4月の段階で6
万件の加入者しか達成しておらず，潜在的には100万人とも推定される携帯電話の国内需要を満たす
には程遠い状況にあった。こうしたなか政府は2000年11月16日，GSM（Global　System　for　Mobile
Communication）のライセンスを国際入札で民間に売却することで市場開放とサービスの向上を図る
と発表した。GSMライセソスの売却に際し必要な規制や契約規定書の作成等を準備するコソサルタ
ソト業務を委託するため，2000年6月に行われた国際入札では16の国際商業銀行が入札に応じてい
る。アルジェリア政府はそのうちの6つの銀行に候補を絞り込み，最終的に政府が設定した基準を
クリアーしたBNPParibas銀行とRothschild銀行（両行ともフランス）が残った。両行ともライセ
ソス売却成功時の報酬を70万ドルに設定していたが，Rothschild銀行は追加報酬をライセソス売却
額のO．7％に設定したのに対し，BNPParibasは同レートを0．19％に設定し，同社への委託が決定さ
れた73。その後BNPParibasが立案したGSMライセンス販売プログラムに従い2001年5月28日，国
際入札が開始され，フラソステレコム子会社オランジュ（France　T616coms／Orange），ヴィヴァン
ディ　（Vivendi　Universal），イタリアテレコム（Telecom　Italia　Mobile）等，欧州系資本を中心に6
社が入札に応じたが，最高値の7億3500万ドルを提示したエジプトのオラスコム社（Orascom）が7
月23日に最終的に落札している。同社は落札額のうち50％を翌月アルジェリア政府に支払ってい
る。続いてオラスコムはアルジェリアの携帯電話サービスを担当する子会社ディジェジィ（Djezzy）
を創設し，政府持ち株会社アルジェリアテレコム（2001年9月に新設）と業務提携契約を締結，
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2002年2月には同公団と契約している固定電話間の相互通信を可能にしている。オラスコムの発表
によれば，サービスを開始する2002年2月15日から毎月5万人の新規加入，年内に50万人の契約を
達成，15年間で1000万人の加入者数を実現しアルジェリアの巨大な国内携帯電話市場を構築する構
想を描いていたが，実際のサービス開始直後，不完全な通信ネットワーク，割高な通信料等，不十分
なインフラ整備等が露呈し加入者数は伸びず，半年後の同社への携帯電話加入老数は10万人と目標
値を大きく下回る結果となった。さらに同社はサービス開始早々資金繰りに失敗し，電話機器設備の
配給を依頼していたフラソスのアルカテル社（Alcatel）とドイツのシーメンス社（Siemens）は計画
を中断する事態に至っている。．その後，オラスコム社は国内外の銀行に融資を依頼し，2002年7月
フランス金融機関から3億2000万ドル，アルジェリア金融機関から1億7500万ドルの計4億9500万
ドルの借款供与契約を取り付けているが，2003年末にはライセンス契約額の残金（3億8650万ドル）
をアルジェリア政府に支払わなければならない。以上のようにオラスコムが今後アルジェリアの携帯
電話市場を活性化できるかどうかは未知数であるが，次回予定されるGSMライセンスの国際入札開
始は2003年8月，売却は2003年12月を予定しており，現在のところ携帯電話市場を独占しているの
はオラスコムとアルジェリアテレコム傘下の携帯電話子会社（Mobilis）でしかない。現在13万人の
加入者数を抱えるアルジェリアテレコムは，2003年2月スウェーデソのエリクソン（Ericsson）社
と携帯電話機器製造の提携合意を締結し，GSM機体の価格値下げやプリペイド携帯電話を導入し，
2003年前半までに50万人の新規契約を実現すると発表している。
おわりに
　IMF・世銀が要請する構造調整プログラム導入の結果，アルジェリアのマクロ経済指標は若干改
善した。1994年，29％を記録したインフレは2001年末4．2％にまで収縮し，外貨準備高は178億ドル
に増大している。対外累積債務総額は1996年の336億ドルから226億ドルに低下している（数値はい
ずれも2001年）。国際市場での原油価格の上昇に支えられ同国の炭化水素輸出収益は堅調に推移して
おり，2000年211億ドル，2001年185億ドル，2002年も185億ドルの収益が予想される74。だが，こう
したマクロ経済の好転にもかかわらず，経済成長率は2000年2．4％，2001年は2．1％であり，充分な伸
びを示していない。一人当たりのGDPに至っては，1987年2，860ドルから2001年1，650ドルへと減少
している75。本稿で検討してきた通り，構造調整プログラムは，その代償として国営企業倒産の激
増，失業者の急増といった極めて甚大な社会的影響を国民に与えてきた。マクロ経済指標の改善にも
かかわらず国民の実生活が豊かにならない実状に際し，2001年4月26日，閣議を終えたブーテフリ
カ大統領は，炭化水素輸出収益で稼いだ財源をもとに大規模な経済再生プログラム（PSRE－Plan　de
Soutien　a　la　Relance　Economique）を発表した。同プログラムは貧困の撲滅，雇用創出，地域格差の
削減を政策目標に掲げ将来予想される外国投資や経済成長に向けて国内のインフラ基i盤整備の拡充に
重点が置かれている。具体的には3年間（2001－04年）で総額5，250億DA（72億ドル）の国内投資を
予定しており，大規模公共事業・インフラ整備に予算全体の40％を割いている76。2002年4月には
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95年以来度重なる交渉にもかかわらず合意に達していなかったEUとの協力合意が調印され，2010
年に予定されるEU・地中海諸国自由貿易圏への参加とWTO加盟（1996年6月から交渉を開始）を
目指して調整が進められている。しかし，現在のところ同国がEUに輸出できる産業はエネルギー
部門しかなく，今後関税率の更なる引下げによりEUからの工業製品・消費財の輸入急増が予想さ
れる77。近年，運輸部門，食品加工，銀行部門を中心とする幾つかの民間企業の興隆が見られるもの
の，民間企業の大部分は国際競争力をもたない地場企業か，輸入専門業者が占めている78。タルハ
（Talha）教授はこうした状況を以下のように批判している。「国営企業による工業部門は解体し，そ
の役割を民間部門に委譲した。しかし民間部門はその中継的役割を担っておらず，生産よりも商業へ
の傾向を強めている。今日のアルジェリアでは，外国資本どころか国営・民間を問わずいかなる経済
機構も生産投資に貢献していない」79。
　本稿で検討してきたとおり，90年代後半から着手された同国の民営化政策は度重なる改正にもか
かわらず政治権力と企業群による既得権益の癒着を解体させることができなかった。その結果，政府
が掲げてきたスローガンである国内工業製品の競争力強化と世界市場への参入とは全く逆に，国営部
門は停滞と行き詰まりの状況に陥ったまま現在に至っている80。一方で経済的基盤が充分に整わない
なかでの市場開放が同国経済にもたらしたものは輸入専門業者（商業資本）を中心とするバザール経
済の拡大と零細中小民間企業の増大であった。民営化政策実施後8年を経た現在でもアルジェリア
では確固とした民営化戦略が打ち出されていない。なによりも，同国は国民経済を牽引するリーディ
ングセクターが不在であり，炭化水素の輸出収益に大きく依存する不安定な経済構造のまま世界経済
への統合を模索している。
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